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第１章  計画策定にあたって（計画の概要） 

第１節  計画の背景・目的 

国では、「環境基本法」や「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」をはじめとする廃棄物に関す

る各種関連法の整備を進め、また、社会のあり方や生活様式の変化に伴い、３Ｒ（廃棄物の発生

抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル））の推進や循環型社会の構築の

ため、各種関連法を改正するとともに具体的な目標を定めてきました。循環型推進基本計画では、

第三次循環型推進基本計画で掲げた「質」にも着目した循環型社会の形成、低炭素社会や自然共

生社会との統合的取組等を引き続き中核的な事項として重視しつつ、さらに、経済的側面や社会

的側面にも視野を広げ、2015 （平成 27）年 9 月の国連サミットにおいて、「持続可能な開発の

目標（SDGｓ）」が採択されるなど持続可能な社会を目指した国際協調の取組等を踏まえ、「持続

可能な社会づくりとの統合的取組」、「地域循環共生圏による地域の活性化」、「ライフサイクル全

体での資源循環の徹底」、「適正処理の推進と環境再生」、「万全な災害廃棄物処理体制の構築」、「適

正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開」、「循環分野における基盤整備」の 7 つの方

向性を示した第四次循環型社会形成推進基本計画（2018（平成 30）年 6月）が定められました。 

長野県では、「第 4 期長野県廃棄物処理計画」を 2016（平成 28 年）4 月に策定し、基本方針

である「県民、事業者、市町村、県といった多くの主体が連携・協働のもと、循環型社会の形成

に向けて総合的かつ計画的に取り組んでいき、長野県の美しく豊かな自然環境を守りつつ、次の

世代に引き継いでいきます。」の実現を目指し、廃棄物等の発生抑制、循環的利用などの廃棄物対

策を総合的かつ計画的に推進しています。 

こうした中、立科町（以下、「本町」という。）では、一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 2015

（平成 27）年度（以下、「前計画」という。）に策定し、循環型社会の形成を推進してきました。 

さらに、2020（令和 2 年）12 月には新焼却施設の稼働を予定しており、本町は廃棄物行政の

現状の課題等や本町の上位計画である「第 5 次立科町振興計画」や「立科町総合戦略」を踏まえ

つつ、前計画の前期計画の事後評価、中期・後期の見直しを行い「一般廃棄物（ごみ）処理基本

計画（以下、「本計画」という。）」を改定することとなりました。 
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第２節  計画目標年次の設定 

計画期間は図1-1に示すとおり、前計画と同じく計画策定時より15年間とし、2015（平成 27）

年度を初年度、2019（令和元）年度を前期目標年度、2024（令和 6）年度を中期目標年度、さら

に、2029（令和 11）年度を後期目標年度とします。計画策定の前提となっている諸条件に大き

な変動があった場合には見直しを行うこととしますが、本計画は、前期目標年度に際して、前計

画の見直し、改定を行います。 

 

 

 

 

 
 

 

 

図１-1 計画の期間 

 

  

目標年度におけるごみ排出量の推計

2,114t/年（対平成27年度比0.9％の減）
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1,567t/年（対平成27年度比26.5％の減）
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第３節  関係法令 

本計画策定に係る循環型社会の構築に向けた法体系を図 1-2 に示します。 

 

 

図 1-2 一般廃棄物処理基本計画と上位計画等の関係 

環境基本法
H6.8完全施行

環境基本計画
H30.4改正公表

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法）

循環型社会形成推進基本計画

H13.1完全施行

H15.3公表

H30.6改正

○ 基本原則 ○ 国、地方公共団体、事業者、国民の責務 ○ 国の施策

資源有効利用促進法
H26.6改正施行

① 再生資源のリサイクル

② リサイクル容易な構造・材質等の工夫

③ 分別回収のための表示

④ 副産物の有効利用の促進

〈リサイクルの推進〉

ﾘｻｲｸﾙ →

ﾘﾃﾞｭｰｽ

ﾘﾕｰｽ

ﾘｻｲｸﾙ

（１R） （３R）

廃棄物処理法
H29.6改正

① 廃棄物の排出抑制

② 廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）

③ 廃棄物処理施設の設置規制

④ 廃棄物処理業者に対する規制

⑤ 廃棄物処理基準の設定 等

〈廃棄物の適正処理〉

廃棄物処理基本方針
H31.3改正

廃棄物処理施設整備計画
H30.6改正

① ３Ｒの推進

② 強靭な一般廃棄物処理システムの確保

③ 地域の自主性及び創意工夫を活かした処理施設の整備

〈基本的理念〉 平成30年度～令和4年度の５カ年① 廃棄物の減量化、適正処理に関する目標設定

② 廃棄物の減量化、適正処理に関する推進施策

③ 廃棄物処理施設の整備

④ 非常災害時における廃棄物の適正処理に関する事項 等

容 器 包 装

リサイクル法

家 電

リサイクル法

食 品

リサイクル法

建 設

リサイクル法

自 動 車

リサイクル法

小 型 家 電

リサイクル法

個別物品の特性に応じた規制

H12.4完全施行

H31.3一部改正

H13.4完全施行

H29.4一部改正

H13.5完全施行

R1.5一部改正

H14.5完全施行

H28.6一部改正

H17.1完全施行

H28.6一部改正

H25.4完全施行

H29.4一部改正

グリーン購入法 （国等が率先して再生品などの調達を推進）
H13.4完全施行

・容器包装の市町村による分

別収集

・容器の製造・容器包装の利

用業者による再商品化

・廃家電を小売店等が消費

者より引取

・製造業者等による再商品化

食品の製造・加工・販売業者

が食品廃棄物等を再生利用

等

工事の受注者が

・建築物の分別解体等

・建設廃棄物等の再資源化

等

・関係業者が使用済自動車

の取引、フロンの回収、

解体、破砕

・製造業者等がエアバッグ・

シュレッダーダストの再資源

化、フロンの破壊

・基本方針の策定

・再資源化事業計画の認定

・特例措置

（H29.2調査）

都道府県廃棄物処理計画 都道府県災害廃棄物処理計画

一般廃棄物処理計画 災害廃棄物処理計画
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第４節  計画の位置づけ 

本計画は、廃棄物処理法第 6条第 1項及び同法施行規則第 1条の 3の規定に基づいて一般廃棄

物の処理に関する基本的な事項について定めます。 

計画の位置づけを図 1-3 に示します。 

 

 

 

図 1-3 一般廃棄物処理基本計画の位置づけ 

 

  

立科町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 

分別収集計画 一般廃棄物処理実施計画 

国の計画 

・廃棄物処理法基本方針 

・環境基本計画 

・循環型社会形成推進基本計画 

・廃棄物処理施設整備計画 

 

長野県の計画 

・長野県環境基本条例 

・長野県廃棄物処理計画 

・長野県災害廃棄物処理計画 

・長野県環境基本計画 

・長野県分別収集促進計画 

立科町の計画 

・立科町総合戦略 

・立科町振興計画 

・立科町地域防災計画 

立科町災害廃棄物処理計画 
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第５節  計画の対象区域と廃棄物の範囲 

対象区域は行政区域内全域とし、廃棄物の範囲は図 1-4 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-4 計画の対象とする廃棄物 
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同施行令で規定されている 20 種類のごみ 

一般家庭の日常生活に伴って 

生じたごみ 

事業活動に伴って生じたごみのうち、 

産業廃棄物以外のごみ 

し尿、浄化槽汚泥等 

事業系 

家庭系 

 
 

計画の対象とする廃棄物 
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第６節  計画の進行管理 

本計画の進行管理においては、PDCAサイクルにより継続的に検証、見直し、評価を行います。

計画の評価については、本計画に示した各年度の目標と進捗状況を確認します。また、「市町村一

般廃棄物処理システム比較分析」における評価についても進捗状況を図るひとつの指標と捉え、

計画の進行状況を管理するものとします。 

計画の進捗状況については、概ね５年を評価時期として、評価、見直しに関する意見を求め、

評価結果を広く住民に公表するとともに、評価意見を踏まえ、見直し検討も含めた計画進行を行

うこととします。 

PDCAサイクルの概念図を図 1-5 に示します。 

 

 

 

図1-5 PDCAサイクルの概念図 

  

計画 
（Plan） 

実行 
（Do） 

評価 
（Check） 

改善 
（Action） 

目標を定めた計画を
策定する。 

住民・事業者・行政の
パートナーシップに
より、計画を推進す
る。 

取り組み内容につい
て指標等と比較し評
価を行い、その内容を
公表する。 

達成状況の評価や諸
条件の変動などを踏
まえた計画の見直し
を行う。 
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第２章  地域特性 

 

第１節  人口動態 

  人口と世帯数 

本町の人口及び世帯数の推移を表 2-1 に示します。人口は 2009（平成 21）年（平成 28 年度

から外国人登録を含む）以降減少傾向を示していますが、世帯数はやや増加傾向にありますので、

1世帯当たりの人口は、減少傾向にあります。 

 

表2-1 人口と世帯数の推移 

 
（各年 10月 1日現在 H28 年より外国人登録を含む） 

                        出典：世帯数は「立科町住民基本台帳年報」より 

 

図2-1 人口と世帯数の推移 

平成21 平成22 平成23 平成24 平成25

人口 （人） 8,076 7,913 7,861 7,920 7,820

世帯数 （世帯） 2,773 2,790 2,785 2,806 2,839

1世帯当たりの人口 （人/世帯） 2.9 2.8 2.8 2.8 2.8

平成26 平成27 平成28 平成29 平成30

人口 （人） 7,759 7,634 7,559 7,474 7,316

世帯数 （世帯） 2,856 2,883 2,873 2,903 2,914

1世帯当たりの人口 （人/世帯） 2.7 2.6 2.6 2.6 2.5

8,076 7,913 7,861 7,920 7,820 7,759 7,634 7,559 7,474 7,316 

2,773 2,790 2,785 2,806 2,839 2,856 2,883 2,873 2,903 2,914 
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  年齢別・性別構造 

本町の 2018（平成 30）年の年齢別・性別構造の推移を図 2-2に示します。全人口 7,316人の

内訳は、男性が 3,639人、女性が 3,677 人で、ほぼ同じ人数です。5歳階級別人口では、男女と

も 65～69歳の人口が最も多くなっています。65歳以上の人口は、男性で33.1％、女性で 37.6%

であり、約 3人に 1人が 65歳以上となっています。 

 

 

（平成 30年 10 月 1 日現在 外国人登録を含む） 

図2-2 住民基本台帳年齢階級別人口 
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第２節  地域概要 

  位置及び地勢 

1.位置及び地勢 

 本町は、長野県東部、北佐久郡の西端に位置しており、上田市、東御市、佐久市、茅野市、

小県郡長和町と隣接しています。南北 26.4ｋｍ、東西 0.05～9.9ｋｍと南北に細長く、総面積

は、66.87 ㎢です。 

標高の最高は町の南にそびえる蓼科山頂の 2,531ｍで、その麓はリゾート観光地白樺高原を

形成しています。農村地帯は扇状に広がり、古くから水稲を中心に栄え、標高の最低は町北部

の藤沢地区 555ｍであり、南北に長く、標高差が大きいのも立科町の特徴です。 

2.交通 

  本町は、南北に主要地方道諏訪白樺湖小諸線と県道芦田大屋停車場線が縦貫し、東西には国

道 142号と国道 254号が横断しています。また、県道牛鹿望月線や県道立科小諸線と町道中原

大深山線や町道外倉藤沢線などの幹線町道が連絡し合っています。地域間を結ぶ高速交通網の

整備も進み、中部横断自動車道は 2018（平成 30）年 4月に佐久南 ICから八千穂高原 ICまで

が開通しています。 
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図2-3 立科町の位置  
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  気象 

本町の 2018（平成 30）年の気温と降水量を表 2-2 及び図 2-4 に示します。本町の気温は、昼

夜の温度差と季節の温度差が大きいのが特徴です。また、年間平均気温は 11.3℃です。最高気温

は 7月で 31.0℃、最低気温は 2月で氷点下 8.6℃となっています。降水量は、年間 1,035 ㎜と、

雨の少ない長野県の中でも際立って少ないです。 

 

表2-2 立科町の気温と降水量 

 
資料：気象庁ホームページ 2018（平成 30）年データ 

 

 

図2-4 立科町の気温と降水量 

  

平均気温 日最高気温 日最低気温

1月 -1.9 3.6 -7.7 26.0
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7月 24.5 31.0 19.5 174.0

8月 23.8 30.7 18.6 79.0

9月 18.3 23.4 14.5 270.5

10月 13.2 19.4 8.0 44.0
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  産業動向 

本町の産業別事業所数と従業者数を表 2-3、表 2-4、図 2-5、図 2-6 に示します。事業所数、

従業者数の 70％前後をサービス業などの第 3次産業が占めています。 

 

表2-3 産業別事業所数 

 

表2-4 産業別従業者数 

 
 

 

図2-5 産業別事業所数 

 

図 2-6 産業別従業者数 

出典：経済センサス 

第1次産業 第2次産業 第3次産業 総数

14 119 336 469

11 99 288 398

11 96 264 371

事業所数

　　（単位:事業所）

平成28年度

平成26年度

平成21年度

第1次産業 第2次産業 第3次産業 総数

135 1,059 2,113 3,307

148 959 2,059 3,166

128 963 1,967 3,058

従業者数

　　（単位:人）

平成28年度

平成26年度

平成21年度
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  土地利用状況 

本町の土地の利用状況を表 2-5 及び図 2-7 に示します。本町の 4.3％が宅地です。また、森林

が 51.3％を占めています。 

 

表2-5 土地利用 

 

 

 

図2-7 土地利用 

出典：平成 28 年度立科町地域防災計画 

（平成 29年 1月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 数 農用地 森林 原野 水路・河川等

1,621 3,428 392 74

道路 宅地 その他

223 287 662

土地利用（㎢） 6,687

24.2% 51.3% 5.9%
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第３章  ごみ処理基本計画 

 

第１節  ごみ処理の状況及び実績 

  ごみ処理の現状 

１．ごみ処理の流れ 

 2018（平成 30）年度における本町のごみ処理の流れを図 3-1 に示します。分別区分ごとに

集められた、一般廃棄物（ごみ）は、川西保健衛生施設組合の焼却施設、不燃物処理施設及び

粗大ごみ処理施設にて中間処理を行い、最終処分ごみの減量化と再資源化を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-1 ごみ処理の流れ 

最終処分場 

川西保健衛生施設組合 一般廃棄物（ごみ） 

資源化 

可燃ごみ 

粗大ごみ 
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資源物ごみ 

缶類 
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民間施設 

紙類 

アルミ缶 

スチール缶 

新聞紙、雑誌・雑紙、 

ダンボール、牛乳パック 

びん類 

衣類等 

無色、茶色、その他色 

プラスチック類 

ペットボトル、トレイ、容器 

包装プラスチック 

粗大ごみ処理施設 

破砕・選別 

その他のごみ 

乾電池、蛍光管、ライター 

(民間施設) 



15 

 

2.ごみの分別区分 

本町では、2018（平成 30）年度、現在、一般廃棄物（ごみ）は、「可燃ごみ」、「不燃ごみ」、「資

源ごみ」、「粗大ごみ」、「その他のごみ」の 5種 19分別を住民にお願いしています。なお、将来は

「不燃ごみ」を「ガラス・陶磁器類」、「小型家電」、「金属類」、「水銀使用製品」の４分別に分け、

5種 2２分別にする予定です。 

また、収集していないごみとして、バイク、スクーター、バッテリー、農機具、スプリング入

りベット、タイヤ・ホイール（自動車やバイク等）、消火器、プロパンボンベ、建築廃材、流し台、

浴槽、浄化槽、毒物・劇薬・農薬等危険物、塗料・シンナー・オイル類、ドラム缶、医薬品びん、

注射器等は、買ったところに引き取ってもらうか処理専門業者に処分してもらうようお願いして

います。 

表 3-1 に本町の「ごみの分け方・出し方一覧表」を示します。表 3-2、表 3-3 に本町の「ごみ

の分別収集」、「排出方法」を示します。 
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表3-1 ごみの分け方・出し方一覧表 
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表3-2 ごみの分別収集 

可燃ごみ 

不燃ごみ 

資源ごみ 

缶類 
アルミ缶 

スチール缶 

紙類 

新聞 

雑誌・雑紙 

ダンボール 

牛乳パック 

衣類等 

びん類 

無色 

茶色 

その他色 

プラスチック類 

ペットボトル 

トレイ 

容器包装プラスチック 

粗大ごみ 

その他のごみ 

乾電池 

蛍光管 

ライター 

 

表 3-3 排出方法 

分別区分 排出容器 収集回数 収集場所 

可燃ごみ 指定袋 2 回/週 集積所 

不燃ごみ 指定袋 1 回/月 集積所 

資
源
ご
み 

缶類 － 1 回/月 集積所 

びん類 － 1 回/月 集積所 

紙類 － 1 回/月 集積所 

プラスチック類 指定袋 1 回/週 集積所 

衣類 － 4 回/年 集積所 

粗大ごみ － 4 回/年 その他 

ライター － 4 回/年 集積所 

乾電池 － 4 回/年 集積所 

蛍光管 － 4 回/年 集積所 
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3．ごみ処理実績 

１）種類別排出量の推移 

過去 5年間のごみ排出量の実績を図 3-2 に示します。 

年間のごみ排出量は、ほぼ横ばい傾向にあります。種類別に見ると可燃ごみが約 8 割を占めて

います。ごみ排出量に占める各排出量の割合は、ほとんど変動していません。2018（平成 30）

年度では、可燃ごみ 77.4％、不燃ごみ 2.6％、資源ごみ 18.2％、粗大ごみ 1.7％、その他のごみ

0.1％となっています。 

 

 

 

 
           ※年間値は、小数点以下を四捨五入しているため、合計と合わないところがあります。 

 

図 3-2 種類別排出量の推移 
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２）排出形態別排出量の推移 

排出形態別排出量の推移を図 3-3 に示します。 

2014（平成 26）年度からの推移を見ますと、総排出量は横ばい傾向で、家庭系ごみは減少傾

向にあり、事業系ごみは増加傾向にあります。全体に占める割合では、2018（平成 30）年度で、

家庭系ごみ 76.8％、事業系ごみ 23.2％となっています。 

 

 
           ※年間値は、小数点以下を四捨五入しているため、合計と合わないところがあります。 

 

図 3-3 排出形態別排出量の推移 
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３）一人一日当たりの総排出量の推移 

一人一日当たりの排出量の推移を図 3-4 に示します。家庭系と事業系を合わせた可燃ごみは、

増加傾向を示しています。他の項目が横ばい傾向であることから、2014（平成 26）年度以降や

や増加傾向で推移しています。 

 
             ※年間値は、小数点以下を四捨五入しているため、合計と合わないところがあります。 

 

図 3-4 一人一日当たりの総排出量の推移 
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４）一人一日当たり家庭系ごみ排出量の推移 

一人一日当たりの家庭系ごみ排出量の推移を図 3-5 に示します。 

2014（平成 26）年度から 2017（平成 29）年度までやや減少傾向でしたが、2018（平成 30）

年度は可燃ごみの増加に伴い若干増加しています。一方、資源ごみは 2014（平成 26年度）以降

やや減少傾向を示しています。2018（平成 30）年度では可燃ごみが排出量の 70.5％、不燃ごみ

が 3.3％、資源ごみが 23.7％、粗大ごみが2.3％、その他のごみが 0.2％を占めています。 

 

 
           ※年間値は、小数点以下を四捨五入しているため、合計と合わないところがあります。 

 

図 3-5 一人一日当たり家庭系ごみ排出量の推移 
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５）一人一日当たり事業系ごみ排出量の推移 

事業所から排出された一人一日当たりの事業系ごみ排出量の推移を図 3-6 に示します。 

事業系ごみは、可燃ごみだけですが、2014（平成 26）年度以降年々増加傾向で推移していま 

す。 

 

 

 

 
           ※年間値は、小数点以下を四捨五入しているため、合計と合わないところがあります。 

 

図 3-6 一人一日当たり事業系ごみ排出量の推移 
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6）資源化の推移 

本町での資源化量とリサイクル率を図 3-7 に示します。 

資源化されているものは、分別収集された資源ごみ、粗大ごみから分別された資源物、川西保

健衛生組合の焼却施設からの焼却灰のセメント原料化があります。リサイクル率は 2018（平成

30）年度で 20.5%となっています。 

 

 

 

 

 

図 3-7 資源化量とリサイクル率 
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7）最終処分量の推移 

本町での最終処分量と最終処分率を図 3-8 に示します。 

最終処分量は、2016（平成 28）年度以外、年間 200t 前後でほぼ横ばいとなっています。最終

処分率は概ね 10％前後で推移しています。2016（平成 28）年度の最終処分量が少ない理由は、

焼却灰のセメント原料化量が 61ｔ/年と資源化量が高いためです。 

 

 

 

 

 

図 3-8 最終処分量と最終処分率の推移 
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４．ごみの性状 

1）可燃ごみの組成の推移 

可燃ごみの組成の推移を表 3-4、図 3-9 に示します。 

採取年度によりばらつきはありますが、紙類の割合は増加傾向にあり50％以上を占めており、

厨芥類の割合が概ね減少傾向にあります。他の項目に関しては、あまり大きく変わっていませ

ん。 

2018（平成 30）年度では、紙類が 58.9％、厨芥類が 22.7％、ビニール・合成樹脂類が 8.1％

を占めています。 

 

表3-4 可燃ごみの組成の推移 

 
小数点第一位を四捨五入しているため合計が 100 にならないところがあります。 

 

図3-9 可燃ごみの組成の推移 
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2）可燃ごみの三成分 

可燃ごみの三成分分析値の推移、単位容積重量と低発熱量の推移を図 3-10、図 3-11 に示し

ます。 

水分、灰分、可燃分の割合は、大きく変化していません。単位容積重量や低位発熱量も 2017

（平成 29）年度を除くと大きく変化していません。 

 

 

図3-10 可燃ごみの三成分分析 

 

 

図 3-11 単位容積重量と低位発熱量 

45.2
53.8 54.8 58.2

46.2

4.2

4.9 4.0
4.4

6.2

50.6
41.3 41.2 37.4

47.6

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成26 平成27 平成28 平成29 平成30

（年度）
水分 灰分 可燃分

8,368 
6,485 6,485 

5,021 

7,845 

0.156 0.180

0.220

0.520

0.234

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成26 平成27 平成28 平成29 平成30

（kg/L）（KJ/kg）

（年度）
低位発熱量 見掛比重



27 

 

  ごみ処理の体制 

１．家庭系ごみの処理体制 

本町では家庭からのごみ（可燃ごみ、不燃ごみ、資源ごみ、粗大ごみ、その他のごみ）は集積

所収集にて、直営による収集運搬としています。 

表 3-5 に本町の収集車両のリストを示します。 

 

表3-5 収集車両リスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．事業系ごみの処理体制 

事業系(一般廃棄物)ごみは、事業者の責任で適正処理することとなっています。その他、一

般廃棄物収集運搬許可業者による収集運搬となります。 

  

車体の形状

乗車定員
初年度登録 最大積載量

車両重量

車両総重量

型式

総排気量

塵芥車 平成25年 5,460㎏ ＴＫＧ-FＲＲ90Ｓ2

2人 7月23日 7,970㎏ 5.19ℓ

塵芥車 平成23年 4,680㎏ N04C-UQ

3人 12月20日 7,995㎏ 4.009ℓ

塵芥車 平成27年 4,680㎏ ＴＰＧ-ＮＰＳ85ＡＮ

3人 3月17日 7,495㎏ 2.99ℓ

ｷｬﾌﾞｵｰﾊﾞ 平成16年 4,010㎏ KK-FC1JJEA

2人 3月30日 7,970㎏ 7.96ℓ

ダンプ 平成22年 3,150㎏ BDG-XZU368D

3人 7月28日 5,315㎏ 4.00ℓ

ｷｬﾌﾞｵｰﾊﾞ 平成29年 1,690㎏ DBF-SLP2L

2人 4月24日 2,600㎏ 1.79ℓ

2,400㎏

3,150㎏

2,650㎏

3,850㎏

2,000㎏

800㎏
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第３項  中間処理の現状 

１．中間処理の状況 

中間処理の状況を表 3-6 に示します。 

分別収集された可燃ごみは、2018（平成 30）年度まで川西保健衛生施設組合・川西清掃セン

ター焼却施設にて焼却処理しています。2020（令和 2）年 12 月からは、新施設の佐久市・北佐

久郡環境施設組合・（仮称）新クリーンセンターにて可燃ごみを焼却処理する予定です。 

表3-6 中間処理の状況 

分別区分 中間処理の概要 

可燃ごみ 

・2019（平成 31）年 3月まで川西清掃センター焼却施設で

焼却処理。 

・2019（平成 31）年 4月～2020（令和 2）年 11 月まで民

間にて焼却処理。 

・2020（令和 2）年 12 月から（仮称）新クリーンセンター

にて焼却処理。 

不燃ごみ 

・不燃ごみは、川西清掃センター不燃ごみ処理施設にて、 

 「ガラス・陶器類」、「小型家電」、「金属類」に分別 

 され、「ガラス、陶器類」のみ最終処分場にて最終処分、 

 その他については、分別された後に民間業者に、「小型 

家電」は処理委託、「金属類」は売却。 

資源ごみ 

缶類 
アルミ缶 ・「アルミ缶」及び「スチール缶」は川西清掃センター内に 

て、分別を行い、民間業者に売却。 

・「紙類」は直接、民間業者に搬入し、売却。 

・「その他」については直接、民間業者に搬入し、処理委託。 

スチール缶 

紙類 

新聞紙 

雑誌・雑紙 

ダンボール 

牛乳パック 

衣類 

びん類 

無色 

茶色 

その他の色 

プラスチック類 

ペットボトル 

トレイ 

容器包装プラスチック 

粗大ごみ ・川西清掃センター粗大ごみ処理施設にて破砕後分別処分。 

その他のごみ 

乾電池 ・川西清掃センター粗大ごみ処理施設にて分別後、川西一般

廃棄物最終処分場にて最終処分。 蛍光管 

ライター 
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２．中間処理施設 

1）焼却施設 

 川西保健衛生施設組合が所有する焼却施設の概要を表 3-7 に示します。 

 

表 3-7 焼却施設の概要 

施設名 川西清掃センター 

設置者 川西保健衛生施設組合 

所在地 長野県佐久市望月 2114 番地 4 

竣工 昭和 56 年 12 月 

形式 機械化バッチ燃焼方式（ストーカ炉） 

能力 20t/日（10t/8h×2 炉） 

設
備
概
要 

受入供給方式 ピットアンドクレーン方式 

燃焼方式 機械化バッチ燃焼式（ストーカ炉） 

燃焼ガス冷却方式 水噴射式 

排ガス処理方式 有害ガス除去＋バグフィルタ 

排水処理方式 クローズドシステム方式 

通風方式 平衡通風式 

灰出設備 
主灰 灰バンカ方式 

飛灰 薬剤処理方式 

 

  2）不燃物処理施設 

   川西保健衛生施設組合が所有する不燃物処理施設の概要を表 3-8に示します。 

 

表 3-8 不燃物処理施設の概要 

施設名 川西清掃センター 不燃物処理施設 

設置者 川西保健衛生施設組合 

所在地 長野県佐久市望月 2114 番地 4 

処理能力 金属プレス機 8t/日 ガラス破砕機 8t/日 
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3）粗大ごみ処理施設 

 川西保健衛生施設組合が所有する粗大ごみ処理施設の概要を表 3-9に示します。 

 

表 3-9 粗大ごみ施設の概要 

施設名 川西清掃センター 粗大ごみ処理施設 

設置者 川西保健衛生施設組合 

所在地 長野県佐久市望月 2179 番地 18 

処理能力 破砕機 3t/日 

   

４）最終処分場 

 川西保健衛生施設組合が所有する最終処分場の概要を表 3-10に示します。 

 

表 3-10 不燃物処理施設の概要 

施設名 川西一般廃棄物最終処分場 

設置者 川西保健衛生施設組合 

所在地 長野県佐久市望月 2179 番地 18 他 

設置年月 平成 5年 3月 

埋立面積 23,950m2 

埋立容量 39,000m3 

年間埋立量 568t/年 

残余容量 2,609m3（平成 31 年 3月現在） 

埋立対象物 
焼却残渣（主灰）、不燃ごみ、焼却残渣（飛灰）、破砕ご

み処理残渣、粗大ごみ 

   

５）（仮称）新クリーンセンター 

 2020(令和 2年)12月から稼働予定の（仮称）新クリーンセンターの概要を表 3-11 に示しま

す。 

表3-11 （仮称）新クリーンセンターの概要 

施設名 （仮称）新クリーンセンター 

設置者 佐久市・北佐久郡環境施設組合 

所在地 長野県佐久市上平尾 2033 番地他 

竣工（予定） 令和 2年 11 月 

形式 ストーカ式焼却炉 

能力 110ｔ/日（55ｔ/日×2 炉） 
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第４項  ごみ処理経費の推移 

ごみ処理に係る経費の状況を表 3-12、図 3-12に示します。 

2018（平成 30）年度にて 1人当たり経費は約 15,000 円/年、1t 当たり経費は約 52,000 円で

あり、2014（平成 26）年度から増加傾向にあります。 

 

表3-12 処理経費の推移 

 
資料：一般廃棄物処理事業実態調査結果、立科町 

 

 

 

図3-12 処理経費の推移 

  

平成26 平成27 平成28 平成29 平成30

80,714 77,600 76,755 88,516 94,879

8,730 8,763 10,295 11,036 11,837

1,228 1,065 1,256 915 498

4,244 3,743 5,863 4,828 5,021

9,150 0 7,205 0 0

104,066 91,171 101,374 105,295 112,235

13,577 12,101 12,418 14,103 15,343

48,290 42,743 47,041 48,838 52,373

1人当たりの処理経費（円）

1t当たりの処理経費  （円）

車両購入費・その他    (千円)

合計                        (千円)

人件費　　　　　　   　　(千円)

収集運搬費　　　　   　(千円)

中間処理費　　　　   　(千円)

区分

組合分担金　　　   　　(千円)
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車両購入費・その他 (千円)

1人当たりの処理経費（円）

1t当たりの処理経費 （円）
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第２節  ごみ処理の評価 

市町村一般廃棄物処理システム評価支援ツール（環境省）を利用し、本町の状況を類似規模市

町村と比較した結果を図 3-13 に示します。 

結果は指数で表示し、平均値の 100より大きいほど良好な結果を示しています。本町では、全

ての項目において類似市町村 112の平均より良い結果でした。 

数値は、表 3-13 に示します。 

 

 

図3-13 本町と類似市町村との比較結果 

 

表 3-13 類似市町村との比較結果 

 
※最終処分減量に要する費用＝（処理及び維持管理費－最終処分費－調査研究費）÷（ごみ総排出量－最終処分量） 

 

 

人口1人1日当たりごみ総排出量

廃棄物からの資源回収率(RDF・セ

メント原料化等除く)

廃棄物のうち最終処分される割合人口1人当たり年間処理経費

最終処分減量に要する費用

平均

立科町

類似市町村数 112

資料：一般廃棄物処理実態調査結果

100より大きい：平均より良い

100 ：平均

100より小さい：平均より悪い

A B C D E

(g) (kg) (kg) (円) (円)

平均 924 167 106 16,570 180,624

立科町 790 198 95 14,707 52,097

指数値 114.5 118.6 110.4 111.2 171.2

指数の見方

指数が大きいほどごみ
排出量は少なくなる

指数が大きいほど資源
回収率は高くなる

指数が大きいほど最終
処分される割合は小さ
くなる

指数が大きいほど1人
当たりの年間処理経費
は少なくなる

指数が大きいほど費用
対効果は高くなる

最終処分減量
に要する費用

人口1人1日当たり
ごみ排出量

廃棄物からの資源回収
率(RDF・セメント原料化

等除く)

廃棄物のうち最終処分
される割合

人口一人当たり
年間処理経費



33 

 

第３節  現行目標の達成状況及び評価 

  2018（平成 30）年度目標達成状況 

2015（平成 27）年度に策定した前計画で定めた 2019（令和 1）年度の目標値に対する達成状

況については、表 3-14に示します。 

 

表 3-14 平成 30年度目標達成状況 

項目 単位 

初年度 － 前期目標年度 中期目標年度 長期目標年度 

評価 2015 

（平成 27）年度 

2018 

（平成 30）年度 

2019 

（令和 1）年度 

2024 

（令和 6）年度 

2029 

（令和 11）年度 

ごみ総排出量 ｔ/年 2,133 2,143 2,041 1,945 1,854 △ 

リサイクル率 ％ 21.6 20.5 23 以上   △ 

最終処分率 ％ 11.4 9.9 10 以下   〇 

※〇：2019（令和 1）年度の目標値に対して 100％以上の達成率、△：2019（令和 1）年度の目標値に対して 80％以上

の達成率、×：2019（令和 1）年度の目標値に対して 80％未満の達成率 
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  施策の実施状況、課題、今後の方針 

2015（平成 27）年に策定した前計画で定めた基本施策である「3R推進計画」、「ごみ処理計画」

における、前期計画期間の実施状況、課題及び今後の方針を表 3-15 に示します。 

 

表 3-15 前期計画期間の施策の実施状況等 

※：ごみ発生・排出抑制の施策についての基本方針番号を示します。 

番号 項目 取り組み内容 

1 3R 推進計画 

1） 

住民・事業

者・行政間

の連携の

充実 

①情報提供の充実 

実施状況 

ごみの減量化への取り組みのためには、住民、事業者、行政がそれぞれの役割を分担し、協

力し合ってライフスタイルを見直していくことが大切であり、さらに、情報の共有も大切な

ことから、従来の環境衛生カレンダー、広報誌等の活用だけではなく、出前講座の開催や役

場等人の多く集まる場所での掲示、転入者や別荘地入居者へのごみの排出・分別方法の説明

等積極的な情報提供を行っています。 

課題 

分別が進んでいるものの、2018（平成 30）年度の可燃ごみの組成割合で紙類は 58.9％とな

っており、可燃ごみが 1,658ｔであることから、紙は 977ｔになります。紙の資源化を促進

するため、住民に対する分別の意識付けのための啓発活動の徹底が求められています。また、

可燃ごみの中には、資源ごみとして分別するものや不燃ごみなどが混入しています。なかに

は別荘利用者が分別ルールを把握しないままごみを排出しているケースもあります。不適物

の混入は、可燃ごみの収集や処理を進める上でも支障をきたすため、分別ルールの周知また

は、抜本的な排出形態の見直しが必要です。 

今後の方針 

様々な各種の行事において積極的に分かり易く環境関連情報を提供します。また、広報誌や

ホームページ、SNS などあらゆる広告媒体を活用して環境関連情報を提供します。 

【基Ⅱ－(1)】※ 

②環境教育の実施 

実施状況 

ごみ問題や環境に関する理解を深めてもらうため、学校、事業所、分館等の各種団体での環

境教育を積極的に実施しています。 

課題 

住民・事業者の認知度が低く、内容の充実や分かり易い情報を提供する必要があります。 

今後の方針 

ごみ問題・環境問題に取り組む必要性について具体的な取組み方法の理解が深まるよう、様々

な対象者の要望・理解度に合わせたプログラムの作成を検討します。 

【基Ⅱ－(3)】※ 
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※：ごみ発生・排出抑制の施策についての基本方針番号を示します。 

 

 

 

番号 項目 取り組み内容 

1 3R 推進計画 

2） 

発生・排出

抑制（リデ

ュース）の

推進 

①過剰包装の抑制 ②長期使用の促進 ③ごみとなるものを買わない、受取らない 

④生ごみ堆肥化の促進 

実施状況 

住民・事業者に対して以下の施策を重点的に推進実施しています。 

①過剰包装の抑制 

広報を通じ、マイバックの利用の呼びかけや、詰め替え容器の入った製品・簡易包装の製品

の購入を推進しました。 

②長期使用の促進 

広報を通じ、フリーマーケットの利用を呼びかけ、不要品の再使用の推進をしました。 

③ごみとなるものを買わない、受取らない 

 広報を通じ、リターナブル容器に入った製品の購入を推進し、使い終わった時にはリユース

に出すことの呼びかけを行いました。 

④生ごみ堆肥化の推進 

家庭用生ごみ処理機器の購入に対する補助金制度を設けており、広報誌等を通じ、周知に努

めています。 

課題 

本町の人口一人一日当たりのごみ排出量は、類似市町村及び長野県内の平均と比較して低い数

値にありますが、2014（平成 26）年度から増加傾向にあります。一方、ごみ排出量は人口減

の影響で、ほぼ横ばい傾向です。 

＜一人一日当たり排出量 一般廃棄物処理事業実態調査（2017（平成 29）年度）結果＞ 

国：920g/人・日、長野県：817g/人・日、立科町：790g/人・日 

＜立科町の総排出量＞H27：763 g/人・日、H28：781 g/人・日、H29：790 g/人・日 

          H30：803 g/人・日 

今後の方針 

既に可燃ごみ等の一部有料化を実施していますが、ごみ排出量の減少量が鈍化しています。ご

みの排出抑制と減量化の意識啓発のため、さらに経済的手法の導入について検討する必要があ

ります。また、ライフサイクル全体での資源循環を推進する必要があります。 

ごみとなるものを買わない、受取らないでは、購入の際に、詰め替え可能な商品を選択し、箸、

スプーン等家庭にあるものは受取らないよう努めます。 

また、家庭では、エコクッキング（生ごみの発生を抑えた調理法）、食べ残さない、水切りの

徹底等を実施し、事業所でも原材料ロスの削減、売れ残りの削減、メニュー・分量の合理化等

を検討することにより生ごみ発生の抑制を目指します。 

【基Ⅰ－(1),(2),(3),(5)】※ 
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番号 項目 取り組み内容 

1 3R 推進計画 

2） 

発生・排出

抑制（リデ

ュース）の

推進 

⑤環境に優しい事業活動の推進 

実施状況 

食品を扱う事業者が集まる集会等において、生ごみの減量化の促進を呼びかけました。 

課題 

事業系ごみは過去 5 年間で約 100ｔ以上増加しています。事業者自らによる減量化・再資源

化の努力が必要です。 

今後の方針 

多量の一般廃棄物排出事業者については、「一般廃棄物減量化計画書の提出」、「廃棄物管理

責任者の設置」を求めることを検討します。また、環境マネジメントシステム（EMS）関連の

取得等の支援の導入を指導します。 

【基Ⅰ－(6),(7)、基Ⅲ－(3)】※ 

3） 

再使用（リ

ユース）の

推進 

①環境フェアやフリーマーケットの推進 ②民間施設の活用の推進 

実施状況 

リユースとは一度使用された「もの」を再び使用することであり、形状をそのまま使用するた

め、リサイクルに比べ新たなエネルギー消費や資源の投入が少ないものです。以下の施策を重

点的に実施しています。 

①環境フェアやフリーマーケットの推進 

本町においては、環境イベントとして「たてしな風の子環境フェア」を実施しています。 

②民間施設の活用の推進 

民間施設でのリユースを促進するため、環境衛生カレンダーや広報誌、ホームページ等を通

じて住民に周知しています。 

課題  

「再使用」以外にも「丁寧に」、「大切に」、「繰り返し」等の呼びかけが必要です。 

今後の方針 

本町における資源物収集量や再利用状況等の情報収集、提供に努めます。 

【基Ⅰ－(8),(9)】※ 

※：ごみ発生・排出抑制の施策についての基本方針番号を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



37 

 

番号 項目 取り組み内容 

1 3R 推進計画 

4） 
リサイクル

の推進 

①排出時の指導 ②生ごみの堆肥化 ③容器包装プラスチックの資源化 

④古紙、古布類及び衣類等の資源化 ⑤中間処理物の資源化 

⑥不燃ごみ・粗大ごみ残渣からの資源回収 ⑦熱回収 

実施状況 

リサイクルについては、以下の施策を重点的に実施しています。 

①排出時の指導 

排出時の分別方法の指導を立科町環境衛生カレンダー等により行っています。 

②生ごみの堆肥化 

 家庭用生ごみ処理機器の購入に対する補助金制度を設けており、広報誌等を通じ、周知に努

めています。 

③容器包装プラスチックの資源化 

 資源化の促進を推進するため、住民、事業者の排出において、分別区分の徹底を進めていま

す。また、スーパー等が店頭回収している容器包装プラスチックを積極的に活用して、資源

化を図っています。 

④古紙、古布類及び衣類等の資源化 

 古紙の資源化のため、収集方法等の見直しを行い、書類のペーパーレス化、再生紙の積極的

利用、封筒の再利用並びに行政機関等から排出される機密文書の資源化を推進しています。

また、サイズが合わなくなったり飽きてしまった衣類は人に譲ったり、フリーマーケットに

出品するよう呼び掛けています。さらに、民間施設等と協力連携して、再使用・再生利用ル

ートの確立を図っています。 

⑤中間処理物の資源化 

 川西保健衛生施設組合において、焼却灰のセメント化を行いました。 

⑥不燃ごみ・粗大ごみ残渣からの資源回収 

 不燃物処理施設や粗大ごみ処理施設において破砕後、鉄やアルミ等の資源化可能なものにつ

いては回収しリサイクルルートに乗せています。 

⑦熱回収 

 特に施策の実施はありません。 

課題 

資源化率（リサイクル率）が過去 5年において、減少傾向にあります。 

＜資源化率 一般廃棄物処理事業実態調査（2017（平成 29）年度）結果＞ 

国：20.2％、長野県：21.2％、立科町：20.4％ 

今後の方針 

更なる、分別の徹底による資源ごみの回収を増やし、ライフサイクル全体での資源回収が必要

です。また、ごみ焼却においては、2020（令和 2）年 12月稼働予定の（仮称）新クリーンセ

ンターから排出される焼却灰のセメント原料化による資源化並びに効率的な熱回収を行う予

定です。 

【基Ⅰ－(4),(5),(9)、基Ⅱ－(2),(5),(6)】※ 
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番号 項目 取り組み内容 

2 ごみ処理計画 

1） 
収集運搬計

画 

①収集運搬体制 ②効率的な収集運搬体制の構築 ③ごみ集積所の維持管理 

実施状況 

収集運搬計画は以下の施策を重点的に実施しています。 

①収集運搬体制 

本町の収集運搬作業は、直営 により行われており、この収集運搬体制を維持し、安全性の

向上、衛生面の確保を図っています。今後も、省エネルギー等 環境にやさしい収集運搬作

業を 促進していきます。 

②効率的な収集運搬体制の構築 

ごみの排出量の変化に応じ 、資源回収や 不燃ごみの適正な収集回数等を検討し、適正化を

図っています。 

③ごみ集積所 の維持管理 

ごみ集積所ごとに維持管理がされていますが、生活スタイルの多様化、コミュニティ意識や

モラルの低下に伴い、排出違反等が発生しています。 

このため、分館等に対して維持管理に関する協力をお願いし、環境衛生指導員会議等に 

より啓発を図っています。 

課題 

排出困難家庭への対応については、福祉施策との調整を必要としています。また、医療系の感

染性廃棄物は、県や医師会・病院側と連携し、在宅医療廃棄物を含めて、適正に回収・処理さ

れるシステム構築が必要です。 

今後の方針 

ごみの収集に際して適正管理を図るとともに、収集運搬の効率化や減量化・資源化施策に基づ

く収集を目指すことが必要です。 

【基Ⅱ－(4)、基Ⅲ－(1)】※ 

※：ごみ発生・排出抑制の施策についての基本方針番号を示します。 
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番号 項目 取り組み内容 

2 ごみ処理計画 

2） 
中間処理 

計画 

①広域ごみ処理施設の整備 ②中間処理物の有効利用 

実施状況 

①広域ごみ処理施設の整備 

可燃ごみにつきまして、2019（平成 31）年 3月まで川西清掃センター焼却施設で焼却され、

2019（平成 31）年 4月から 2020（令和 2）年 11 月まで民間にて焼却処理されています。

2020（令和 2）年 12 月からは、現在、整備が進められている（仮称）新クリーンセンター

にて、可燃ごみの処理を行っていきます。 

②中間処理物の有効利用 

不燃ごみや粗大ごみから、資源化可能なものをできるだけ回収し、売却するように努めてい

ます。 

課題 

2020（令和 2）年 12 月から焼却処理予定の（仮称）新クリーンセンター稼働後の適正な運営

が必要となります。 

今後の方針 

可燃ごみの中間処理後に発生する残渣は、セメント等の原材料になることから、（仮称）新ク

リーンセンターの整備により、エコセメント化等の導入について、佐久市・北佐久郡環境施設

組合と有効利用の方法を検討します。 

【基Ⅱ－(5),(6)、基Ⅲ－(2)】※ 

3） 
最終処分 

計画 

①既存最終処分場の延命化 ②最終処分体制の構築 

実施状況 

川西保健衛生施設組合において、 埋立完了までの搬入管理、維持管理等施設の適正管理を継

続して延命化を図るとともに、埋立完了後は、最終覆土の施工や施設の適正管理を実施してい

ます。水処理施設については、川西一般廃棄物 最終処分場の適正な維持管理に努めています。 

課題 

最終処分量は、2014（平成 26）年度から 2018（平成 30）年度の 5年間では、1,067ｔ平均

で 213.4ｔ/年です。全国的に見て、最終処分率はほぼ同程度です。 

循環型社会を形成するためにも、分別の徹底や中間処理等における再資源化を推進し、最終処

分量削減を継続する必要があります。 

＜最終処分率 一般廃棄物処理事業実態調査（2017（平成 29）年度）結果＞ 

国：9.5％、長野県：9.3％、立科町：9.5％ 

今後の方針 

最終処分量削減に向けた、焼却灰のエコセメント化の導入の推進が必要です。 

【基Ⅱ－(5)】※ 

※：ごみ発生・排出抑制の施策についての基本方針番号を示します。 
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番号 項目 取り組み内容 

2 ごみ処理計画 

4） 
その他の 

計画 

①不法投棄ごみ対策  

実施状況 

不法投棄や不適正処理（野焼き ）という行為は、循環型社会を形成する上での大きな障害と

なることから 、不法投棄監視員によるパトロールや不法投棄啓発看板の設置等を継続して行

っています。 

課題 

不法投棄が多い場所や行われやすい場所の更なる把握が課題となっており、また、それらの場

所への看板の設置等の効果的な対策の実施が必要です。 

今後の方針 

不法投棄が多い地域、行われやすい地域の情報蓄積を行い、その結果をもとに、看板等の設置、

不法投棄監視員の監視ルートの見直しや助言を行います。 

【基Ⅲ－(1)】※ 

②災害時の廃棄物処理対策 

実施状況 

立科町地域防災計画 及び本計画を上位計画とし、災害廃棄物処理計画により適切な対応を図

っています 。 

課題 

巨大な災害により膨大な量の災害廃棄物が発生する可能性があります。これらは安全にかつ迅

速に処理する必要がありますが、その際にも資源化を重視した処理が必要です。 

さらに、災害対策に関する協定や相互応援に関する協定など必要に応じて内容を確認し、新し

い情報を踏まえた相互応援体制を構築することが必要です。 

今後の方針 

関係機関、近隣市町村及び民間団体等と連絡・調整を行い、災害廃棄物処理に対する支援・協

力体制を構築し、迅速に災害廃棄物への対応を図ります。 

【基Ⅲ－(5)】※ 

※：ごみ発生・排出抑制の施策についての基本方針番号を示します。 
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番号 項目 取り組み内容 

2 ごみ処理計画 

4） 
その他の 

計画 

③適正処理困難物 

実施状況 

バイク、バッテリー等 、本町では適正に処理できないごみについては、販売店や民間処理業

者と協力して適正処理を継続しています 。 住民 、事業者に対しては、これらのごみを集積

所や処理施設に持込まないよう、適正な処理・処分の方法について普及・啓発しています。 

また、エアコン・テレビ・洗濯機・衣類乾燥機・冷蔵庫等 、家電リサイクル法や資源有効利

用促進法等の個別リサイクル法による各業界の自主回収、再資源化の取組みについても、住民、

事業者に情報提供し促進しています 。 

さらに、在宅医療廃棄物の処理について、医療機関との協議を行い、収集作業時の事故防止等

の観点も踏まえながら、適切な排出方法及び処理方法について指導を徹底しています 。 

課題 

分別されたごみの中には、他の分別区分のごみや収集あるいは処理を進める上で支障をきたす

ものが混入することがあり、継続的に、分別ルールを周知する必要があります。 

今後の方針 

家電リサイクル法に定められている家電 4品目やバイク、バッテリー等、本町で適正な処理が

できないごみについては、更に販売店等で引き取ってもらうなど処理方法を検討し、周知徹底

を図る必要があります。 

【基Ⅲ－(4)】※ 

※：ごみ発生・排出抑制の施策についての基本方針番号を示します。 
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第４節  ごみ処理行政の動向 

  国の方針及び県の計画など 

廃棄物の処理に関しては、廃棄物処理法に基づき、ごみの適正処理、処分に重点を置いた事業

が行われてきましたが、廃棄物処理法の改正、環境及びリサイクル関連法の施行に伴い、環境負

荷の軽減、資源循環の促進に重点を置いた事業が求められるようになりました。次に廃棄物処理・

再資源化に関する国の方針の経過を表 3-16、県の計画の経過を表 3-17に示します。 

 

表3-16 国の方針の経過 

年  月 関連する計画など 

2001（平成13）年５月 
廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計
画的な推進を図るための基本的な方針 

2003（平成15）年３月 循環型社会形成推進基本計画 

2005（平成17）年４月 循環型社会形成推進交付金制度の導入 

2005（平成17）年５月 
廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計
画的な推進を図るための基本的な方針改正 

2008（平成20）年３月 第二次循環型社会形成推進基本計画改訂 

2010（平成22）年12月 
廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計
画的な推進を図るための基本的な方針改正 

2013（平成25）年５月 第三次循環型社会形成推進基本計画 

2016（平成28）年１月 
「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ
計画的な推進を図るための基本的な方針」の変更 

2018（平成30）年６月 第四次循環型社会形成推進基本計画 

 

表3-17 県の計画の経過 

年  月 関連する計画など 

1999（平成11）年３月 長野県ごみ処理広域化計画 

2006（平成18）年３月 長野県廃棄物処理計画（第2期） 

2011（平成23）年４月 長野県廃棄物処理計画（第3期） 

2016（平成28）年４月 長野県廃棄物処理計画（第4期） 
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  国・県の動向及び達成目標 

1. 国の動向及び達成目標 

（1）基本方針 

廃棄物処理法第５条の２第１項の規定に基づき、環境大臣は、「廃棄物の減量その他その適正な

処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」（以下基本方針）を定め

ています。この方針では、循環型社会への転換をさらに進めていくため、できる限り廃棄物の排

出を抑制し、廃棄物となったものについては不法投棄・不適正処理の防止その他の環境への負荷

の低減に配慮しつつ、再使用、再資源化、熱回収の順にきる限り循環的な利用を行い、適正な循

環的な利用が行われないものについては、適正な処分を確保することを示しています。 

基本方針の数値目標を表 3-18 に示します。 

 

表3-18 基本方針の数値目標 

項  目 目  標 

ごみ排出量 2012（平成24）年度に対し、2020（令和2）年度において約12％削減（家庭系ごみ500g/人・日） 

再資源化率 2012（平成24）年度の21％に対し、2020（令和2）年度において約27％に増加 

最終処分量 2012（平成24）年度に対し、2020（令和2）年度において約14％削減 

 

（2）循環型推進基本計画 

循環型推進基本計画では、第三次循環型推進基本計画で掲げた「質」にも着目した循環型社会

の形成、低炭素社会や自然共生社会との統合的取組等を引き続き中核的な事項として重視しつつ、

さらに、経済的側面や社会的側面にも視野を広げ、2015（平成 27）年 9 月の国連サミットにお

いて、持続可能な開発のための 2030 アジェンダが採択されるなど持続可能な社会を目指した国

際協調の取組等を踏まえ、7つの方向性を示した第四次循環型社会形成推進基本計画（平成 30年

6月）定められました。 

第四次循環型社会形成推進基本計画の数値目標を表 3-19 に示します。 
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表3-19 第四次循環型社会形成推進基本計画の数値目標 

項  目 目  標 

一人一日当たりのごみ排出量 2025（令和7）年度に約850g/人・日 

一人一日当たりの家庭系ごみ※排出量 2025（令和7）年度に約440g/人・日 

※：家庭系ごみ＝家庭系ごみ-集団回収量-資源ごみ-直接搬入ごみのうち資源として利用されているもの 

 

2. 県の動向及び達成目標 

長野県では、廃棄物の排出抑制や適正な循環的利用を推進することで、持続可能な循環型社会

への一層の転換を目指し、2020（令和 2）年度を目標年度とする「長野県廃棄物処理計画」（第 4

期）を策定しました。 

「もったいないを大切にして ごみ減量日本一！ ～美しい信州を次世代へ～」を基本目標に

掲げ、リデュース（排出抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再生利用）の 3Rのうちリデュ

ースとリユースの 2Rを意識して取り組むこととし、「県民 1人当たりの一般廃棄物の排出量 800

グラム以下」を目指します。これにより、「確かな暮らしが営まれる美しい信州」を次世代に引き

継いでいきます。県の数値目標を表 3-20 に示します。 

 

表3-20 県の数値目標 

（単位：ｔ） 

項  目 
2017（平成29）年度 

実績値 

2020（令和2年度） 

県の目標値 

2020（令和2）年度 

国の目標値 

総ごみ排出量 630,254 588,000 599,600 

 

 

 

①「持続可能な社会づくりとの統合的取組」 

②「地域循環共生圏による地域の活性化」 

③「ライフサイクル全体での資源循環の徹底」 

④「適正処理の推進と環境再生」 

⑤「万全な災害廃棄物処理体制の構築」 

⑥「適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開」 

⑦「循環分野における基盤整備」 

7つの方向性 
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3.町の動向 

 2016（平成 28）年度に改定された立科町総合戦略（第3版）での基本目標は表 3-21に示し

ており、本町の地域の特性を活かし自立した自治体を目指して、「人と自然が輝く町」を合言葉

に具体的な施策の推進を目指すとしています。 

第 5次立科町振興計画（前期基本計画）の第 4章 5の「循環型社会の推進」の中でごみ処理

に関する方針と施策が定められています。 

 

表 3-21 立科町総合戦略（第 3版）の基本目標 

基
本
目
標 

1 活気ある経済を創造するまちづくり 

2 豊かな自然とともに暮らす安全・安心なまちづくり 

3 郷土を愛し、心豊かな人を育むまちづくり 

4 健やかに、いつまでも地域で暮らせるまちづくり 

5 地域の力で活力あふれるまちづくり 
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優先的に 2R（リデュース（廃棄物の発生抑制）、リユース（再使用））に取り組み、その

次にリサイクル（再生利用）に取り組むことで、住民、事業者が参加しやすい循環型社会

の形成を目指します。 

リサイクルにおいては、回収できる資源化量の更なる拡⼤と、より高品質なリサイクル

を目指します。 

基本方針Ⅱ：循環型社会づくりに向けた協働の推進 

 

第４章  ごみ処理基本方針の策定 

第１節  ごみ処理基本方針 

  ごみ処理基本方針 

社会のライフスタイルの変化に伴うごみの多様化を踏まえ、住民・事業者・行政が協働して、

ごみの発生から処分までの各段階における取り組みの徹底と新たな施策への取り組みが求められ

ています。 

前章のごみ処理基本計画を踏まえ、今後の中期目標年度に向けての本町におけるごみ処理の基

本方針を以下のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針Ⅰ：3R（リデュース、リユース、リサイクル）の推進 

 

循環型社会づくりのため、住民・事業者・行政のそれぞれがごみや環境に配慮した生活及

び事業活動を営むとともに、３者が協働してごみの減量、資源の有効利用、適正処理を進め

ます。 

住民・事業者に一層の分別に協力を求め、効率・効果的な分別区分、排出方法、収集体制

の検討をしていきます。 

処理・処分においては、ごみの減量化・再資源化を促進し、環境に配慮した適正な処理体

制の整備に努めるとともに、安定したごみ処理が図れるよう、佐久市・北佐久郡環境施設組

合、川西保健衛生施設組合と協議していきます。また、既存の民間ルートでの減量化、資源

化のほか、民間事業者の新たなリサイクル技術を活用し、再資源化や適正処理の検証を進め

ます。 

基本方針Ⅲ：環境負荷の少ない適正な処理・処分 
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  ごみ発生・排出抑制の施策 

１．施策の体系 

3 つの基本方針を実現するため、本町が進める具体的な施策は図 4-1に示します。 

 

 

 

基本方針Ⅰ： 

3R（リデュース、リユース、

リサイクル）の推進 

（１） 適正排出しやすい環境づくり 

（２） マイバックの活用とレジ袋の削減 

（３） 生ごみの水切り、食品ロスの削減 

（４） リサイクル教育の実施 

（５） 生ごみ堆肥化 

（６） 事業者等への指導 

（７） 多量排出事業者等への指導 

（８） ごみの分別、排出及び再資源化の啓発 

（９） 資源ごみの分別収集の推進 
 

基本方針Ⅱ： 

循環型社会づくりに向けた

協働の推進 

（１） 情報提供と普及啓発 

（２） 新たな分別区分の検討 

（３） 食育・環境教育の推進 

（４） 収集運搬体制の見直し 

（５） 廃棄物を再生資源とした利用推進 

（６） 温暖化防止の推進 
 

基本計画Ⅲ： 

環境負荷の少ない適正な 

処理・処分 

（１） 環境美化の推進 

（２） 適正な処理・処分の実施 

（３） 事業者等への指導 

（４） 適正処理困難物対策 

（５） 災害時などにおけるごみ処理体制の整備 

 

図 4-1 施策体系 

 

 

 

 

基本方針 基本方針に基づく主な施策 
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２．各種施策の説明 

基本方針に基づく主な施策について、具体的な内容を表 4-1、表 4-2、表 4-3 に示します。 

 

表 4-1 基本方針Ⅰ 

基本方針Ⅰ：3R（リデュース、リユース、リサイクル）の推進 

（１） 適正排出しやすい環境づくり 

 
分別の徹底を図るため、町の広報紙やHPでごみに関する情報を掲載し、排出しやす

い環境づくりを行います。 

（２） マイバックの活用とレジ袋の削減 

 
収集運搬や中間処理の負担を減らすため、マイバックを活用することでレジ袋の使

用を減らします。また、過剰包装を断り、容器包装ごみの発生を抑制します。 

（３） 生ごみの水切り、食品ロスの削減 

 

生ごみの多くは水分が含まれているため、排出者は毎日水切りを実践し、生ごみ重

量の削減に努めます。また、食べ残しや余分な食材の購入を減らすことで食品廃棄物

の発生を抑制します。また、生ごみ処理機の購入補助事業を引き続き行っていきます。 

（４） リサイクル教育の実施 

 

学校では、社会科や総合的な学習での環境教育の一環として、リサイクル教育を実

施していきます。その際、家庭との連携を図りながら、リサイクルを実践する力を育

んでいきます。 

また、地域社会においても、分館や子ども会などの社会教育の分野でも取り組んで

いきます。公民館などの活動では、ごみの講座、研究発表等に協力していきます。 

（５） 生ごみの堆肥化 

 ごみの減量化・資源化を図るため、生ごみの堆肥化を検討します。 

（６） 事業者等への指導 

 
事業者自らの責任を自覚し、過剰包装、流通包装廃棄物の抑制、店頭回収の実施、

再生品の利用・販売等を積極的に取り組むよう働きかけます。 

 

 

 

 

 

 

 



49 

 

（７） 多量排出事業者等への指導 

 

多量にごみを排出する事業者や小売店等の排出状況に応じた、ごみの減量、簡易包

装の実施、レジ袋の削減等の指導を行います。また、「一般廃棄物減量化計画書」、

「廃棄物管理責任者の設置」の提出を求めることも検討します。 

（8） ごみの分別、排出及び再資源化の啓発 

 

ごみの分別、排出方法、リサイクル方法について、広報、啓発、直接指導等により、

分別排出、再資源化、適正処理を促します。 

循環型社会の形成の推進を図るために、ごみの分別区分の変更を検討します。 

（9） 資源ごみの分別収集の推進 

 
資源ごみの分別収集については、引き続き分別収集、適正処理に努めるとともに、

店頭回収も併せて推進します。 
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表4-2 基本方針Ⅱ 

基本方針Ⅱ：循環型社会づくりに向けた協働の推進 

（1） 情報提供と普及啓発 

 

3Ｒの推進には、住民・事業者等の理解と協力が不可欠であり、ごみに対する意識を

高めることが必要であることから、住民・事業者に対し情報提供・啓発を行うことで、

施策を広く浸透させます。 

主な施策を以下に示します。 

・ごみ減量、ごみ処理等に関する町の取り組み等の情報を広報、パンフレット、ホー

ムページ、説明会等を介して提供する。 

・中間処理施設の見学会を実施し、資源循環に関する意識の向上を図る。 

・家電リサイクル法に基づき、適正な回収、再商品化がなされるように、関係団体や

小売店などと協力して住民に普及啓発を行う。 

（2） 新たな分別区分の検討 

 
現状の分別区分を継続するとともに、地域におけるリサイクルの可能性を考慮して

新たな分別品目の検討をします。 

（3） 食育・環境教育の推進 

 

学校などにおける食育活動を通じて、食べ物や資源を大切にする心を育みます。ま

た、希少金属など有用な資源の有限性や資源循環の必要性について理解を深め、行動

してもらうため環境教育を推進します。 

（4） 収集運搬体制の見直し 

 

ごみ収集の効率性などを踏まえた体制を継続します。本計画に基づく取り組みの効

果及び住民の要望を踏まえ、効果的に回収できる収集経路、収集方法、収集回数を検

討します。 

（5） 廃棄物を再生資源とした利用推進 

 
中間処理において発生した廃棄物をセメント等の原材料とするエコセメント化等の

導入をしています。 

（6） 温暖化防止の推進 

 

地域・全国レベルで地球温暖化対策が必要とされており、地球温暖化対策を推進す

るため、長野県では 2018（平成 30）年に「長野県地球温暖化対策条例」を一部改正

し、省エネルギー対策や森林整備など各種の施策を進めています。また、本町におい

ても、太陽光発電、小水力発電など再生可能エネルギー導入、省エネルギーや環境に

配慮した暮らしを進めるイベントの開催・啓発活動を通じて温暖化防止に努めます。 
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表4-3 基本方針Ⅲ 

基本方針Ⅲ：環境負荷の少ない適正な処理・処分 

（１） 環境美化の推進 

 

本町は、自治組織として区と部落があり、分館単位で、地域の環境美化、地区にお

ける各種行事・活動を行い、環境の美化・整備を図っています。また、不法投棄監視

員による町内の不法投棄防止パトロールも行なっています。 

（２） 適正な処理・処分の実施 

 

住民・事業者が排出したごみを、環境に負荷を与えないように配慮しながら、適正

かつ衛生的に処理・処分します。事業活動に伴って生じた廃棄物は、自らの責任にお

いて適正に処理にするとともに、その処理に関する技術開発に努めるよう、ごみの減

量化やリサイクルの推進を図ります。 

（３） 事業者等への指導 

 
廃棄物の処理及び清掃の関する法律第 3 条による事業者責任の明確化と今後の立科

町の廃棄物行政を考慮した事業系一般廃棄物の排出方法等を検討し、指導に努めます。 

（4） 適正処理困難物対策 

 

分別されたごみの中には、他の分別区分のごみや収集あるいは処理を進める上で支

障をきたすものが混入しているため、継続的に分別ルールを周知します。 

また、家電リサイクル法で定められている家電 4 品目や、廃タイヤ、消火器、バッ

テリーなど町で適正な処理ができないごみに関しては、購入店で引き取ってもらうな

ど処理方法を今後も周知徹底していきます。 

（5） 災害時などにおけるごみ処理体制の整備 

 

災害時には大量の災害廃棄物が発生します。被災地の環境衛生を保全するため、「立

科町地域防災計画（平成 30年 3月）」に基づき迅速かつ適正に対応を図り、「立科町

災害廃棄物処理計画（平成 28年 3月）」に従い適正な処理を行います。 
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  ごみ発生量及び処理量の推計 

ごみ排出量の予測フローを図 4-2 に示します。 

国・県の基本方針（減量目標）との整合を図りながら、社会状況や地域性を踏まえ、実施する

取り組み効果を考慮して、最適な数値目標を設定します。 

 

図4-2 排出量の予測フロー 

① 行政区域内人口の過去 10 年間の実績を整理します。 

② 推計式により、将来の人口を推計します。 

③ 家庭系ごみ量、事業系ごみ量の過去 5年間の実績を整理します。 

④ ③の傾向を踏まえ、将来の 1 人 1 日当たりの家庭系ごみ量、1 日当たりの事業系ごみ量を、推計式などを用い

て設定します。 

⑤ 設定した 1 人 1 日当たりの家庭系及び事業系ごみ量に②将来の人口を乗じて年間排出量を算出します。なお、

家庭系、事業系の区分毎の予測は、平成 30 年度のそれぞれの割合にて、算出します。 

⑥ 国及び県の目標、数値に対しての本町の実績と推計値の比較を行います。 

 

②、④で用いる推計式表 4-4 に示します。本計画では、7 通りの推計式から相関関係を把握し、将

来量の予測、検討をします。 

 

 

 

 

③家庭系ごみの実績 ③事業系ごみの実績

④一人一日当たりの
家庭系ごみの設定

④一人一日当たりの
事業系ごみの設定

⑥国及び県の達成目標の比較

⑤ごみの排出量（総排出量）及び区分毎の排出量の推計

②上位計画や推計式等による人口の推計

①行政区域内人口の実績
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表4-4 将来予測に用いる推計式 

 

※y＝人口あるいはそれぞれの排出量等原単位、x＝年度数、ａ，ｂ，ｃ＝実績値から定められる係数 

  

推計式 推　計　式 特　　　徴

一次傾向線

ｙ＝ａ・ｘ＋ｂ

二次傾向線

ｙ＝ａ・ｘ2＋ｂ･ｘ＋ｃ

一次指数曲線

ｙ＝ａｘ・ｂ

べき乗曲線

ｙ＝ａ・ｘｂ

ルート式

ｙ＝ａ・√ｘ＋ｂ

対数式

ｙ＝ａ・log(ｘ)＋ｂ

ロジスティック式

ｙ＝ｋ/（１＋ｅａ－ｂｘ）

年次とともに徐々に増減率が大きく

なっていく曲線式。

最も基本となる式であり、傾きが一定

で推移する直線式。

放物線状のグラフとなる曲線式。

年次とともに緩やかに増減していく曲

線式。

年次とともに徐々に増減率が緩やかに

なっていくような曲線式。

年次とともに徐々に増減率が収束して

いく曲線式。

最初は増加（減少）し、中間でその

増加率（減少率）が最大になった

後、無限年後に飽和に達する曲線

式。

b<0 y

x
原点

c<0 y

原点

x

b>0 y

0<a<1

x
原点

b<0 y

a>1

x
原点

b<0 y

x
原点

b<0 y

x
原点

a<0 y

k

1/2k

x
原点

ａ＜0

ａ＞０

０＜ｂ＜１

ａ＜0

ｂ＞１

ａ＜0

ａ＜0

ｂ＜0

ａ＞0
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１．行政区域内人口の推計 

１）人口の推計 

表 4-5、図 4-3 に 2009（平成 21）年から 2018（平成 30）年の一般廃棄物処理実態調査の人

口実績より 2019（令和 1）年以降の推計人口を示します。7つの推計式から最も相関係数の高い

「二次傾向曲線」を採用します。 

表4-5 人口の推計 

 

 

図4-3 人口の推計 

推計値

● 採用値

実績値 ①一次傾向線 ②二次傾向線 ③一次指数曲線 ④べき乗曲線 ⑤ルート式 ⑥対数式 ⑦ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式

2009 平成21 ○ 8,076 8,069.8 8,012.0 8,075.5 8,091.1 8,077.5 8,084.9 8,031.2

2010 平成22 ○ 7,913 7,995.0 7,975.7 7,997.4 8,000.1 7,996.6 7,997.8 7,981.4

2011 平成23 ○ 7,861 7,920.2 7,929.8 7,920.1 7,914.0 7,917.6 7,914.5 7,926.5

2012 平成24 ○ 7,920 7,845.4 7,874.3 7,843.5 7,832.6 7,840.2 7,834.8 7,865.8

2013 平成25 ○ 7,820 7,770.6 7,809.1 7,767.6 7,755.2 7,764.5 7,758.3 7,799.1

2014 平成26 ○ 7,759 7,695.8 7,734.3 7,692.5 7,681.6 7,690.2 7,684.8 7,725.6

2015 平成27 ○ 7,634 7,621.0 7,649.9 7,618.2 7,611.4 7,617.4 7,614.1 7,645.0

2016 平成28 ○ 7,559 7,546.2 7,555.8 7,544.5 7,544.4 7,545.9 7,546.0 7,556.8

2017 平成29 ○ 7,474 7,471.4 7,452.1 7,471.6 7,480.3 7,475.6 7,480.2 7,460.4

2018 平成30 ○ 7,316 7,396.6 7,338.8 7,399.3 7,418.9 7,406.6 7,416.7 7,355.4

2019 令和1 7,322 7,216 7,328 7,360 7,339 7,355 7,241 7,216

2020 令和2 7,247 7,083 7,257 7,303 7,272 7,296 7,118 7,083

2021 令和3 7,172 6,941 7,187 7,249 7,206 7,238 6,984 6,941

2022 令和4 7,097 6,789 7,117 7,197 7,141 7,182 6,840 6,789

2023 令和5 7,023 6,628 7,048 7,146 7,078 7,128 6,687 6,628

2024 令和6 6,948 6,456 6,980 7,097 7,015 7,075 6,522 6,456

2025 令和7 6,873 6,276 6,913 7,050 6,953 7,024 6,348 6,276

2026 令和8 6,798 6,085 6,846 7,004 6,891 6,974 6,163 6,085

2027 令和9 6,723 5,885 6,780 6,960 6,831 6,925 5,969 5,885

2028 令和10 6,649 5,675 6,714 6,918 6,771 6,878 5,765 5,675

2029 令和11 6,574 5,456 6,649 6,876 6,712 6,832 5,553 5,456

2030 令和12 6,499 5,227 6,585 6,836 6,654 6,786 5,333 5,227

2031 令和13 6,424 4,988 6,521 6,797 6,597 6,742 5,107 4,988

2032 令和14 6,349 4,740 6,458 6,759 6,540 6,699 4,876 4,740

2033 令和15 6,275 4,482 6,396 6,722 6,484 6,657 4,641 4,482

2034 令和16 6,200 4,215 6,334 6,687 6,428 6,616 4,403 4,215

推計式 y=a＋b・x y=a＋b・x+ｃ・x2
y=a・b

x
y=a・x

b y=a+b・√x y=a+b・logx
y=k/

(1+a・e
-bx

)

定数 ａ 9640.60000 6547.32727 9903.19448 16963.77281 11513.69189 13788.51316 0.00515

定数 ｂ -74.80000 170.92727 0.99033 -0.24316 -749.84665 -4313.65832 -0.11285

定数 ｃ -4.81818

収束値 k 8,473

相関係数 0.96989 0.98269 0.96789 0.95862 0.96575 0.96108 0.98224

相関順位 3 1 4 7 5 6 2

数値順位 5 7 4 1 3 2 6

備考

年度
推計

ﾃﾞｰﾀ(西暦) (和暦)
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(年度)①一次傾向線 ②二次傾向線 ③一次指数曲線

④べき乗曲線 ⑤ルート式 ⑥対数式

⑦ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式 採用値

平成

実績⇔推計
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２．ごみ排出量の推計 

１）家庭系ごみ 

表 4-6、図 4-4 に 2014（平成 26）年から 2018（平成 30）年の一人一日当たりの家庭系ごみ

排出実績より 2019（令和 1）年以降の排出量推計を示します。7つの推計式から最も相関係数の

高い「べき乗曲線」を採用します。 

表4-6 家庭系ごみ排出量の推計 

 

 

 

図4-4 家庭系ごみ排出量の推計 

推計値

● 採用値

実績値 ①一次傾向線 ②二次傾向線 ③一次指数曲線 ④べき乗曲線 ⑤ルート式 ⑥対数式 ⑦ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式

2014 平成26 ○ 626.1 622.1 620.0 622.1 622.3 622.2 622.3 622.4

2015 平成27 ○ 618.1 619.3 620.0 619.2 619.2 619.3 619.3 619.6
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2027 令和9 585.3 481.9 586.2 590.2 587.5 589.6 573.0 590.2

2028 令和10 582.5 458.9 583.5 588.3 585.1 587.5 567.7 588.3
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２）事業系ごみ 

表 4-7、図 4-5 に 2014（平成 26）年から 2018（平成 30）年の一人一日当たりの事業系ごみ

排出実績より 2019（令和 1）年以降の排出量推計を示します。7つの推計式から最も相関係数の

高い「ロジスティック式」を採用します。 

表4-7 事業系ごみ排出量の推計 

 

 

 

 

図4-5 事業系ごみ排出量の推計 

推計値

● 採用値

実績値 ①一次傾向線 ②二次傾向線 ③一次指数曲線 ④べき乗曲線 ⑤ルート式 ⑥対数式 ⑦ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式
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３．種類別ごみ排出量の推計 

１）家庭系ごみ排出量の推計 

現状の傾向が継続した場合の家庭系ごみの推計を図 4-6 に示します。2024（令和 6）年度に

1,406t、2029（令和 11）年度に1,168t と減少傾向で推移すると見込まれます。 

 

図4-6 家庭系ごみの推計 

 

 

２）事業系ごみ排出量の推計 

現状の傾向が継続した場合の事業系ごみの推計を図 4-7 に示します。2024（令和 6）年度に

471t、2029（令和 11）年度に 399t が見込まれます。 

 

図4-7 事業系ごみの推計 
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3）ごみ排出量の推計 

１）～2）までを合わせた排出量等の推計を表 4-8、表 4-9、表 4-10 及び図 4-8 に示します。

2024（令和 6）年度に 1,877t、2029（令和 11）年度に 1,567t となり、減少すると見込まれま

す。 

 

 

図4-8 ごみ排出量の推計 
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表4-8 一人一日当たりのごみ排出量の推計 
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表4-9 ごみ排出量の推計 
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表4-10 処理・処分量の推計 

 

 

単
位

：
t/

年

資
源

物
処

理
施

設
そ

の
他

の
施

設
粗

大
ご

み
処

理
施

設

2
0
1
4

（
H

2
6
)

1
,5

9
9

1
6
5

5
1
5

4
3
7

3
5

4
3
0

4
8
0

7
4
8
7

2
2
.6

2
3
4

1
0
.9

2
0
1
5

（
H

2
7
)

1
,5

9
8

1
6
8

4
9
0

5
4
0

3
7

5
3
3

4
5
3

7
4
6
0

2
1
.6

2
4
3

1
1
.4

2
0
1
6

（
H

2
8
)

1
,6

4
5

1
0
9

4
7
1

4
3
5

3
5

4
2
5

4
9
7

1
0

5
0
7

2
3
.5

1
7
3

8
.0

2
0
1
7

（
H

2
9
)

1
,6

6
5

1
4
1

4
5
5

3
3
3

3
4

3
2
7

4
3
4

6
4
4
0

2
0
.4

2
0
5

9
.5

2
0
1
8

（
H

3
0
)

1
,6

5
8

1
4
3

4
4
6

3
3
7

3
3

3
3
3

4
3
6

4
4
4
0

2
0
.5

2
1
2

9
.9

2
0
1
9

（
R
1
）

2
0
2
0

（
R
2
）

1
,6

0
9

1
3
9

4
2
3

3
3
5

3
1

3
3
1

4
1
4

4
4
1
8

2
0
.2

2
0
4

9
.9

2
0
2
1

（
R
3
）

1
,5

7
8

1
3
6

4
1
3

3
3
4

3
1

3
3
0

4
0
4

4
4
0
8

2
0
.1

2
0
0

9
.9

2
0
2
2

（
R
4
）

1
,5

4
2

1
3
3

4
0
3

3
3
4

3
0

3
3
0

3
9
4

4
3
9
8

2
0
.1

1
9
2

9
.7

2
0
2
3

（
R
5
）

1
,5

0
7

1
3
0

3
7
7

3
3
3

2
8

3
2
9

3
6
9

4
3
7
3

1
9
.3

1
9
0

9
.8

2
0
2
4

（
R
6
）

2
0
2
5

（
R
7
）

1
,4

1
8

1
2
2

3
5
4

3
3
1

2
6

3
2
8

3
4
6

3
3
4
9

1
9
.2

1
8
1

9
.9

2
0
2
6

（
R
8
）

1
,3

7
3

1
1
8

3
4
2

2
3
0

2
5

2
2
7

3
3
4

3
3
3
7

1
9
.1

1
7
2

9
.8

2
0
2
7

（
R
9
）

1
,3

2
9

1
1
5

3
4
4

2
2
9

2
5

2
2
6

3
3
6

3
3
3
9

1
9
.9

1
6
8

9
.9

2
0
2
8

（
R
1
0
）

1
,2

7
4

1
1
0

3
3
0

2
2
7

2
4

2
2
1

3
2
3

3
3
2
6

2
0
.0

1
5
7

9
.6

2
0
2
9

（
R
1
1
）

焼
却

処
理 焼

却
残

渣
資

源
物

処
理

施
設

そ
の

他
の

施
設

粗
大

ご
み

処
理

施
設

焼
却

以
外

の
中

間
処

理

3
3
6
0

1
9
.2

9
.6

焼
却

施
設

処
理

残
渣

2
1

3
0
9

3
3
1
2

1
9
.9

1
5
1

1
8
5

2
6

2
3

23
2
9

後
期

目
標

年
度

1
,2

2
3

1
0
5

3
1
6

2

9
.8

中
期

目
標

年
度

1
,4

6
2

1
2
6

3
6
5

3
3
2

2
7

3
2

3
3
2

4
2
5

4
4
2
9

9
.9

3
5
7

3
6

　
 　

　
区

　
分

年
　

度
最

終
処

分
量

埋
立

処
分

率
（
％

）

資
源

化
量

資
源

物
処

理
施

設
粗

大
ご

み
処

理
施

設
合

計

リ
サ

イ
ク

ル
率

（
％

）

前
期

目
標

年
度

1
,6

4
0

1
4
1

4
3
5

3
2
0
.3

2
0
8



62 

 

４．国及び県の達成目標との比較 

表 4-9 に、ごみの総排出量等の国及び県の目標値と本町の 2018（平成 30）年度実績値並びに

将来の見込み量についての比較を示します。 

2018（平成 30）年度における、国及び県の目標値と本町の実績を比較すると、一人一日当た

りの総排出量は国及び県の数値を下回っていますが、家庭ごみ量は国の数値を上回っています。

総排出量、リサイクル率及び最終処分量は国及び県の目標を達成することができていません。ま

た、現状の傾向が継続した場合の見込みでは、総排出量は、国及び県の目標値を達成可能ですが、

一人一日当たりの家庭系ごみ量とリサイクル率の達成が難しい状況です。 

 

表4-9 国及び県の目標との比較 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績値
備考

令和２ 令和７ 令和２ 平成30 令和２ 令和７ 平成24

総排出量（集団回収含む） t/年 1,937 ― 1,899 2,143 1,887 1,567 2,201

一人一日当たりの排出量
（集団回収含む）

g/人日 ― 850 800 802.5 796.2 786.8 ―

g/人日 500 440 ― 616.0 596.4 586.4 602

再生利用率 ％ 24.6% ― ― 20.5 17.7 17.7 23.2%

最終処分量 t/年 196 ― ― 212 ― ― 228

※1におけるごみ排出量 ＝平成24年度の12％減
※1におけるリサイクル率 ＝平成24年度の6%増
※1における最終処分量　 ＝平成24年度の14％減
※2における一人一日当たりの総排出量 ＝数値目標850g/人日
※2における一人一日当たりの家庭系ごみ排出量 ＝数値目標440g/人日
※3における総排出量 ＝平成24年度の約13.7%減

一人一日当たりの家庭系ごみ
(資源除く）

廃棄物処理
法

に基づく
基本方針

※1

第4期長野県
廃棄物処理

計画
(H28年4月)

※3
見込み

第4次
循環型社会
形成推進
基本計画

※2

立科町
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  ごみの適正処理に関する基本的事項 

１．収集・運搬計画 

１）現行収集・運搬体制 

本町では家庭からのごみ（可燃ごみ、不燃ごみ、資源ごみ、粗大ごみ、その他のごみ）は

直営による収集運搬となっています。その他一部の電化製品やパソコンは、家電リサイクル

法やパソコンリサイクル法に従い、リサイクルをお願いしています。事業系(一般廃棄物)ごみ

は、事業者の責任で適正処理することが基本ですが、本町による収集運搬の委託その他、一

般廃棄物収集運搬許可業者による収集運搬・事業者による個人持込となります。また、家庭

系（一般廃棄物）ごみの収集・運搬体制は、直営によるものとし、ごみの品目ごとに設定し

た収集予定は、必要に応じて調整を図ります。また、収集しないごみとして、バイク、スク

ーター、バッテリー、農機具、スプリング入りベッド、タイヤ、ホイール、消火器、プロパ

ンボンベ等は買ったところに引き取ってもらうか処理専門業者に処分してもらいます。 

 

２）収集区域 

収集区域は、行政区域全域を収集区域とします。 

 

２．中間処理計画 

１）中間処理体制 

中間処理と再資源化にあたっては、これまでどおりに不燃物処理施設及び粗大ごみ処理施設

にて、生活環境への影響がないように適正に処理を進めます。なお、焼却施設は 2020（令和 2）

年 12月から佐久市・北佐久郡環境施設組合にて熱回収を行い、処理する予定です。 

また、可燃ごみの減量化・資源化においては、町民や事業者の意識の高揚を一層図るととも

に、抜本的な減量を実現させるため、学校給食施設などの町有施設、又は、ごみ集積所など共

同を図れる施設を整備し、それら施設に生ごみ処理機等を設置することで厨芥類の減量化に努

め、併せて廃棄物処理に係る環境負荷の軽減に配慮します。 

 

２）焼却灰等による資源の回収 

焼却施設での焼却灰及び焼却残渣の再資源化（セメント原料化など）については、川西保健

衛生施設組合の最終処分場の延命に配慮しながら検討していきます。 

 

 

 

（令和3年 3月 1日 一部補記） 
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3）中間処理量の推計 

中間処理量を以下に示します。 

可燃ごみの焼却処理量の推移は、図 4-9 に示します。 

一方、資源化量及びリサイクル率は図 4-10 に示します。2029（令和 11）年度に 312t とな

り、リサイクル率は 19.9％となる見込みです。 

 

 

図4-9 中間処理量の推計 

 

 

図4-10 資源化量と資源化率の推計 
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３．最終処分計画 

最終処分量を減量化するため、「焼却灰及び焼却残渣のセメント原料化」を行っていきます。今

後は、新たな資源化先を検討しています。 
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第５章  資料編 

第１節  立科町環境審議会 

  立科町環境審議会設置運営要綱 

平成19年３月30日 

告示第14号 

改正 平成19年７月２日告示第15号 

（目的） 

第１条 この要綱は、立科町の豊かな生活環境及び自然環境を維持し、生活水や農業用水等

の安全を確保するとともに、住民が安心して健康に暮らせる町づくりの為に、廃棄物の処

理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）及び環境基本法（平成５年法律第91号）

を基調とし、立科町環境審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（任務） 

第２条 審議会は、町長の諮問に応じて次に掲げる事項について調査審議し答申する。 

（１） 環境の保全に関すること。 

（２） 廃棄物による公害防止に関すること。 

（３） 一般廃棄物処理計画及び処理の許可に関すること。 

（４） 資源の再生利用の促進に関すること。 

（５） その他必要なこと。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員15名以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

（１） 公益を代表する者 ５名 

（２） 河川・湖沼の管理を代表する者 １名 

（３） 文化財保護を代表する者 １名 

（４） 住民を代表する者 ２名 

（５） 健康に関わる団体を代表する者 １名 

（６） 環境ボランティアを代表する者 ２名 

（７） その他町長が必要と認める者 若干名 
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（委員の任期） 

第４条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合の補欠委員の

任期は前任者の残任期間とする。 

（役員） 

第５条 審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数をもって成立する。 

（専門委員） 

第７条 審議会に専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、学識経験者及び関係行政職員のうちから町長が委嘱する。 

３ 専門委員は、審議会で意見を述べることができる。 

４ 専門委員は、専門事項調査が終了したときは、解任されるものとする。 

附 則 

この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年７月２日告示第15号） 

この要綱は、公布の日から施行し、平成19年６月１日から適用する。 
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  立科町環境審議会委員名簿 

 

所属等 職名 氏名 役職 

公益を代表する者 立科町議会議長 森本 信明  

公益を代表する者 
立科町議会 

総務経済常任委員長 
今井 清  

公益を代表する者 
立科町議会 

社会文教建設常任委員長 
森澤 文王  

公益を代表する者 立科町農業委員会会長 宮下 昭 会長 

公益を代表する者 立科町商工会会長 浦野 喜芳  

河川・湖沼の管理を

代表する者 
立科土地改良区理事長 六川 利一  

文化財保護を代表

する者 
立科町文化財保護委員会会長 関 俊一  

住民を代表する者 立科町区長会会長 佐藤 三惠子   

住民を代表する者 立科町部落長会会長 竹城 正二  

健康に関わる団体

を代表する者 
立科町保健委員会会長 田中 敏子  

環境ボランティア

を代表する者 
蓼科の水を考える会会長 寺島 繁 副会長 

環境ボランティア

を代表する者 
たてしな環境フェア実行委員長 二川 透  

（令和元年度から令和２年度まで） 
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  立科町環境審議会諮問書・答申書 

元立町第２４２号 

令和元年１２月２６日 

 

立科町環境審議会  

 会長 宮下   様 

立科町長 両角 正芳 

 

 

諮  問  書 

 

立科町環境審議会設置運営要綱第２条の規定に基づく下記事項について、諮問します。 

 

記 

 

１ 諮問事項 

（１）立科町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画改訂版の策定について 

（２）ごみの分別区分について 

（３）ごみ指定袋の販売価格について 

 

２ 諮問理由 

  平成 27 年度に策定した「立科町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」については、計画

期間を計画策定時より 15 年間とし、令和元年度を前期目標年度、令和 6 年度を中期目標

年度、令和 11 年度を後期目標年度としています。令和 2 年度から中期目標期間となるた

め、本年度において平成 27 年度策定の前計画を評価のうえ見直し、改訂します。 

また、計画策定の前提となっている諸条件に大きな変動があり、ついては、立科町環境

審議会においてご審議いただきたく、諮問するものであります。 
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令和２年３月２７日 

 

 

立科町長 両角 正芳  様 

 

立科町環境審議会 

会長 宮下  

 

 

立科町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画改訂版の策定、 

ごみの分別区分及びごみ指定袋の販売価格について（答申） 

 

令和元年１２月２６日付け元立町第２４２号で、立科町長から本審議会に諮問のあった、

立科町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画改訂版の策定、ごみの分別区分及びごみ指定袋の販

売価格について、慎重に審議を行った結果、次のとおりとすることが適当との結論を得たの

で答申する。 

 

記 

 

１ 別冊の「立科町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画改訂版（以下「基本計画改訂版」と

いう。）」の内容は、今後の立科町における廃棄物の減量化、資源化、処理等に係る方向

性等を定めるものとして適当なものである。 

 

２ 立科町においては、基本計画改訂版に基づき、次期目標年度に向けて積極的に計画内

容の実現を図られたい。 

 

３ 立科町においては、基本計画改訂版で策定した目標値の達成度や施策の進捗状況を公

表し、定期的に検証及び評価を行い、必要に応じて施策の見直しを図られたい。 

 

 ４ 立科町においては、ごみの分別区分及びごみ指定袋の販売価格について、生活に密接

に関係する施策であり、住民相互の理解のもと施策を実施するとともに、定期的に検証

及び評価を行い、必要に応じて施策の見直しを図られたい。 

 

以 上 

 


